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署名を提出する実行委員会のメンバーら
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国保料20年度改定国保料20年度改定

都構想の百害を学習都構想の百害を学習　　立命大・森教授が講演　　立命大・森教授が講演

府
内
９
割
で
値
上
げ
の
危
険

神
戸
医
療
生
協

生
協
な
で
し
こ
歯
科

日
本
モ
ン
ゴ
ル
文
化
経
済

交
流
協
会
理
事

 

黒
田　

耕
平
（
和
博
）

定住生活で口腔疾患急増表　歯科検診結果
　　（2018、2019年の２年間）

齲蝕
なし

齲蝕
あり

齲蝕
患者率

２歳児
（62人） 37人 25人 40.8％

３歳児
（135人） 13人 122人 90.4％

４歳児
（61人） ８人 53人 86.9％

５歳児
（55人） ３人 52人 94.6％

　

生
活
の
近
代
化
や
食
の
変
化
は
健
康
や

口
腔
疾
患
に
大
き
な
影
響
を
及
ぼ
す
。
経

済
発
展
が
進
む
モ
ン
ゴ
ル
で
29
年
に
わ
た

っ
て
歯
科
保
健
予
防
活
動
を
続
け
る
黒
田

耕
平
氏
（
神
戸
医
療
生
協　

な
で
し
こ
歯

科
）
に
現
地
の
歯
科
事
情
を
寄
稿
し
て
も

で
定
住
生
活
を
す
る
よ
う
に
な
っ
て
も
食

生
活
が
変
わ
ら
な
い
人
が
多
く
肥
満
、
高

血
圧
等
か
ら
生
活
習
慣
病
が
深
刻
に
な
っ

て
い
る
。
ま
た
、
都
市
生
活
で
は
パ
ン
食

や
嗜
好
品
も
多
く
な
り
、
口
腔
疾
患
も
急

増
し
て
い
る
。

い
自
然
の
国
で
あ
る
。
し
か
し
そ
の
分
、

短
い
夏
に
は
ど
こ
ま
で
も
続
く
緑
の
草

原
、
果
て
し
な
く
高
い
蒼
天
、
咲
き
乱
れ

る
高
山
植
物
（
首
都
で
も
海
抜
１
２
０
０

㍍
の
高
原
）、
あ
ち
こ
ち
に
群
れ
る
５
畜

（
牛
、
羊
、
山
羊
、
馬
、
ラ
ク
ダ
）
な
ど

素
晴
ら
し
い
季
節
が
来
る
。

　

モ
ン
ゴ
ル
人
は
数
千
年
も
の
間
、
肉
と

乳
製
品
を
主
食
と
し
て
き
た
た
め
、
都
市

急
激
に
増
加
し
て
き
て
い
る
。

　

我
わ
れ
は
、
91
年
７
月
か
ら
歯
科
医
療

交
流
を
始
め
、
歯
科
疾
患
実
態
調
査
や
歯

科
予
防
活
動
、
国
立
医
科
大
学
で
の
セ
ミ

ナ
ー
、
共
同
歯
科
診
療
所
の
開
設
等
を
続

け
て
い
る
。
我
わ
れ
の
歯
科
検
診
結
果
で

も
、
乳
幼
児
の
齲
蝕
は
増
え
続
け
て
お

り
、
表
１
の
ご
と
く
で
あ
る
。
乳
幼
児
で

は
う
蝕
が
原
因
で
死
亡
す
る
例
も
あ
る
。

ら
っ
た
。

都
市
化
で
生
活
習
慣
病
も

都
市
化
で
生
活
習
慣
病
も

　

モ
ン
ゴ
ル
は
、
面
積
は
日
本
の
４

倍
も
あ
る
が
、
人
口
は
約
３
２
３
万

人
と
少
な
く
人
口
密
度
は
１
平
方
㌔

あ
た
り
１
・
87
人
と
世
界
最
小
の
国

で
あ
る
。
国
土
の
大
半
は
手
つ
か
ず

の
自
然
が
残
る
草
原
で
、
首
都
ウ
ラ

ン
バ
ー
ト
ル
の
人
口
が
約
１
５
０
万

人
な
の
で
、
今
も
遊
牧
生
活
を
営
む

郡
部
は
１
県
（
日
本
の
１
県
の
８
倍

ほ
ど
面
積
）
４
〜
13
万
人
と
い
う
状

況
で
あ
る
。
従
っ
て
県
の
中
心
都
市

で
も
１
万
人
ほ
ど
の
町
も
あ
る
。

　

９
月
〜
３
月
ご
ろ
（
時
に
は
５
月

ま
で
）
に
は
雪
が
降
り
、
マ
イ
ナ
ス

40
〜
50
度
の
極
寒
時
期
も
あ
る
厳
し

ペ
レ
ス
ト
ロ
イ
カ
で
急
変

ペ
レ
ス
ト
ロ
イ
カ
で
急
変

　

モ
ン
ゴ
ル
人
は
、
遊
牧
時
代
は
口

腔
内
は
８
番
ま
で
し
っ
か
り
と
生
え

よ
く
咬
耗
し
て
お
り
健
康
で
あ
っ
た

よ
う
だ
。
し
か
し
、
１
９
２
１
年
世

界
で
２
番
目
の
社
会
主
義
国
と
し
て

独
立
し
ウ
ラ
ン
バ
ー
ト
ル
が
首
都
に

な
っ
て
か
ら
、
定
住
生
活
者
が
増
え

始
め
、
食
生
活
も
ソ
ビ
エ
ト
の
影
響

も
あ
っ
て
パ
ン
食
と
な
っ
て
い
っ

た
。

　

さ
ら
に
、
90
年
ペ
レ
ス
ト
ロ
イ
カ

に
よ
り
民
主
主
義
国
と
し
て
政
治
経

済
の
大
き
な
変
化
と
と
も
に
、
国
民

の
食
生
活
や
生
活
習
慣
も
急
激
に
変

化
し
て
い
っ
た
。
そ
の
結
果
、
特
に

若
年
者
の
齲
蝕
や
成
人
の
歯
周
病
も

遊牧民への歯科検診、
治療、予防活動　　　

①

　

２
０
２
０
年
度
の
国
民
健
康

保
険
料
に
つ
い
て
大
阪
府
内
の

９
割
の
市
町
村
で
値
上
げ
の
可

能
性
が
あ
る
こ
と
が
明
ら
か
に

な
っ
て
い
る
。
国
保
の
加
入
世

帯
主
は
非
正
規
の
労
働
者
や
年

金
生
活
の
高
齢
者
な
ど
低
所
得

者
が
多
く
を
占
め
て
お
り
、
今

で
も
高
す
ぎ
る
保
険
料
の
さ
ら

な
る
値
上
げ
は
住
民
の
暮
ら
し

を
破
壊
し
、
保
険
料
（
税
）
の

滞
納
や
資
格
喪
失
を
増
や
す
こ

と
は
明
ら
か
だ
。

　

20
年
度
の
国
保
料
改
定
を
め

ぐ
っ
て
は
、
大
阪
府
が
１
月
に

標
準
保
険
料
率
の
確
定
版
を
市

町
村
に
提
示
。
市
町
村
が
標
準

保
険
料
率
通
り
に
国
保
料
を
改

定
し
た
場
合
の
影
響
額
を
「
給

与
年
収
４
０
０
万
円
の
４
人
世

帯
（
片
働
き
の
30
代
夫
妻
と
子

２
人
、
土
地
・
家
無
し
）」
の

モ
デ
ル
で
計
算
す
る
と
、
平
均

　

妊
産
婦
が
経
済
的
な
不
安

な
く
安
心
し
て
出
産
で
き
る

よ
う
、
歯
科
協
会
・
医
科
協

会
が
参
加
す
る
「
福
祉
医
療

の
拡
充
を
求
め
る
大
阪
実
行

委
員
会
」
は
２
月
25
日
、
妊

産
婦
医
療
費
助
成
制
度
の
創

設
を
求
め
る
請
願
署
名
１
万

８
０
０
０
筆
と
「
重
度
障
が

い
者
医
療
費
助
成
制
度
」
の

拡
充
を
求
め
る
請
願
署
名
１

万
６
３
３
９
筆
を
大
阪
府
に

提
出
し
た
。

　

政
府
は
２
０

１
８
年
４
月
の

診
療
報
酬
改
定

で
初
・
再
診
料

の
妊
婦
加
算
、

産
婦
人
科
特
例

加
算
を
導
入
し

た
が
、
窓
口
負

担
が
増
え
る
こ

と
か
ら
「
妊
婦

増
税
」「
妊
婦

に
優
し
く
な

い
」「
少
子
化
対
策
に
逆
行

す
る
」
な
ど
の
批
判
が
続

出
。
政
府
は
19
年
１
月
か
ら

凍
結
、
今
年
の
診
療
報
酬
改

定
で
廃
止
す
る
。

　

歯
科
、
医
科
協
会
は
妊
産

婦
の
診
察
に
は
特
別
な
配
慮

が
必
要
で
、
適
切
な
評
価
は

患
者
さ
ん
を
守
る
こ
と
に
つ

な
が
る
と
し
加
算
を
評
価
。

一
方
で
患
者
の
一
部
負
担
金

に
影
響
す
る
た
め
、
窓
口
負

担
を
抑
え
る
助
成
制
度
の
創

設
を
国
と
府
に
求
め
て
い

る
。

　

妊
産
婦
へ
の
医
療
費
助
成

制
度
は
全
国
的
に
は
４
県
が

実
施
し
て
お
り
、
自
治
体
の

姿
勢
が
問
わ
れ
て
い
る
。

Ｑ　

無
駄
な
二
重
行
政
が
減

る
？

Ａ　

む
し
ろ
コ
ス
ト
が
増
え

る
　

維
新
の
会
は
前
回
の
住
民

投
票
で
は
、「
大
阪
都
」
構

想
で
府
と
市
の
「
二
重
行

政
」
の
無
駄
が
な
く
せ
る
と

主
張
し
ま
し
た
。
今
回
の
案

で
も
維
新
は
１
４
０
億
円
の

財
政
効
果
を
ア
ピ
ー
ル
し
て

い
ま
す
が
、
そ
の
大
半
は

「
二
重
行
政
」
と
は
無
関
係

な
民
営
化
・
民
間
委
託
に
よ

る
経
費
削
減
が
ほ
と
ん
ど
で

す
。

　

一
方
で
、
新
た
に
必
要
と

な
る
財
政
負
担
は
、
初
期
コ

ス
ト
が
５
２
０
億
円
、
年
間

の
運
営
コ
ス
ト
が
24
億
円
と

試
算
さ
れ
て
い

ま
す
。「
財
政

効
果
」
を
理
由

に
し
た
「
大
阪

都
」
構
想
は
検

討
に
値
し
な
い

こ
と
は
明
白
で

す
。

Ｑ　

４
分
割
で
１
兆
円
の
節

約
に
？

Ａ　

非
現
実
的
な
試
算
で
す

　

大
阪
市
を
60
〜
70
万
人
の

４
つ
の
特
別
区
に
分
割
す
れ

ば
、
財
政
が
効
率
化
し
、
10

年
間
で
「
１
・
１
兆
円
」
の

財
政
効
果
が
生
ま
れ
る
と
い

う
試
算
を
、
維
新
は
ア
ピ
ー

ル
し
て
い
ま
す
。

　

こ
れ
は
、
自
治
体
の
人
口

が
増
え
る
に
つ
れ
１
人
当
た

り
の
歳
出
額
は
減
少
す
る

が
、
人
口
50
万
人
程
度
が
最

小
で
、
そ
れ
以
上
人
口
が
増

え
れ
ば
歳
出
額
は
逆
に
増
え

る
と
い
う
理
論
に
基
づ
い
て

い
ま
す
。

　

し
か
し
、
府
内
自
治
体
の

１
人
当
た
り
の
歳
出
額
は
人

口
28
万
人
の
茨
木
市
、
35
万

人
の
高
槻
市
な
ど
が
最
低

で
、
50
万
人
の
東
大
阪
市
で

は
増
大
し
て
お
り
、
理
論
は

当
て
は
ま
り
ま
せ
ん
。

　

そ
も
そ
も
、
人
口
規
模
の

大
き
い
自
治
体
の
行
財
政
費

が
高
く
な
る
の
は
昼
間
流
入

人
口
の
対
策
や
物
価
・
人
件

費
な
ど
大
都
市
特
有
の
事
情

が
あ
る
た
め
で
す
。し
か
も
、

政
令
市
で
あ
る
大
阪
市
が
担

っ
て
き
た
業
務
が
府
に
移
れ

ば
、
府
の
支
出
が
増
え
る
は

ず
で
す
が
、
こ
う
し
た
数
字

は
含
ま
れ
て
い
ま
せ
ん
。

　

結
局
、
大
阪
市
を
４
分
割

し
て
も
大
都
市
で
あ
る
こ
と

は
変
わ
り
な
く
、
大
都
市
特

有
の
行
財
政
費
が
削
減
さ
れ

る
わ
け
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

１
・
１
兆
円
の
財
政
効
果
は

非
現
実
で
す
。

 

（
つ
づ
く
）

２
万
３
千
円
増
で
府
内
43
市
町

村
中
39
市
町
村
（
90
・
７
％
）

が
値
上
げ
と
な
る
。
値
上
げ
に

よ
っ
て
モ
デ
ル
世
帯
の
保
険
料

は
年
間
42
万
７
千
〜
48
万
３
千

円
に
高
騰
す
る
。

　

加
入
者
１
人
当
た
り
で
は
、

19
年
度
の
13
万
９
千
円
か
ら
、

20
年
度
は
14
万
８
千
円
に
上
が

る
。
府
は
今
後
も
値
上
げ
を
実

施
す
る
方
向
を
示
し
て
お
り
、

24
年
度
に
は
１
人
当
た
り
で
最

大
20
万
８
千
円
に
引
き
上
げ
る

と
試
算
し
て
い
る
。

　

標
準
保
険
料
率
の
押
し
付
け

に
よ
る
国
保
料
の
値
上
げ
を
進

め
る
た
め
に
、
安
倍
政
権
は
18

年
に
国
民
健
康
保
険
法
等
の
一

部
改
正
を
強
行
。
同
法
に
も
と

づ
き
20
年
４
月
か
ら
、
独
自
の

繰
り
入
れ
で
国
保
料
の
軽
減
を

続
け
る
市
区
町
村
に
対
し
、
保

険
者
努
力
支
援
制
度
の
交
付
金

を
減
ら
す
ペ
ナ
ル
テ
ィ
ー
措
置

を
課
し
、
値
上
げ
へ
の
圧
力
を

強
め
て
い
る
。

【
解
説
】　

標
準
保
険
料
率
は
18
年
度
か
ら
国
保
財
政
の
運
営
を

市
町
村
か
ら
都
道
府
県
に
移
す
「
国
保
の
都
道
府
県
化
」
で
導
入
。

市
区
町
村
に
と
っ
て
は
「
参
考
値
」
で
従
う
義
務
は
な
い
が
、
府

は
保
険
料
の
統
一
化
へ
向
け
、
国
保
料
軽
減
の
た
め
市
町
村
が
独

自
に
行
っ
て
い
る
公
費
繰
り
入
れ
や
、
保
険
料
・
窓
口
負
担
の
減

免
制
度
を
禁
止
す
る
方
針
を
示
し
て
い
る
。
市
町
村
独
自
の
軽
減

措
置
さ
え
認
め
な
い
強
行
的
な
手
法
は
全
国
的
に
も
異
常
だ
。

　

府
は
統
一
化
の
目
的
に
つ
い
て
「
財
政
基
盤
を
安
定
さ
せ
る
た

め
」
と
説
明
し
て
き
た
が
、
保
険
料
の
値
上
げ
の
た
め
の
口
実
に

過
ぎ
な
か
っ
た
こ
と
が
浮
き
彫
り
に
な
っ
て
い
る
。

今さら聞けない

Q A&&
「大阪都」　
　 構想

財
政
効
果
に
根
拠
な
し

妊
産
婦
医
療
費
助
成
制
度
を

実
行
委
員
会
が
府
に
署
名
提
出

2024年度
（統一化後）

６割増
最大

2018年度
（統一化開始時）

20.8万円

12.8万円

大阪府の試算では統一化後（2024年度）の
一人当たりの国保料は最大６割上昇する

「大阪府一人当たり保険料額の傾向分析」から作成

　大阪市をよくする会は２月26
日、「大阪市廃止の百害を確認する
スタート集会」を開き、立命館大
学の森裕之教授が「大阪府（都）構
想　財政問題から斬る」と題して
講演した。講演要旨を紹介する。
　「大阪都」構想が実現すれば、
大阪市は地図上・歴史上から消滅
する。現在一つの自治体である大
阪市は、複数の特別区にされ、別
々の「自治体」になり、大阪府へ

の「従属団体化」する。
　特別区は都市計画、港湾、交
通、インフラ、産業政策、高等学
校・大学、観光・文化・スポーツ
振興など行政権限と行政基盤を大
阪府へ奪われる。大阪市の一般財
源の３分の２が大阪府に上納され
る。各特別区では、これまで以上
の予算削減が進められ、その最大
の標的が福祉や教育などの住民サ
ービスになる。

福
祉
が
削
減
の
標
的
に


